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この報告 書は,日 本 自転車振興会か ら競輪収益の一部
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は じ め に

』

産業界の ネ ソ トワー ク化 は,企 業 内か ら企業間へ の拡大の時期 を迎 え,一 つの

効果的活用法 として,取 引 データの企業間 オンライ ン交換が 多 くの業界で検討 さ

れている。

このよ うな取引 システ ムでは,単 純 な個別企業 間 システ ムで も,複 雑 な共 同 シ

ステ ムで も,コ ー ドの共通化が大 きな課題 となる。特 に製品 コー ドは,製 品 その

ものの多様性,進 歩性 のた め,共 通化が非常 に難 しい とされ る。 しか しなが ら,

多 くの困難 を乗 り越 えて共通化 に成功 した流通業界 では,計 り知れ ない多 くの効

果 と情報処理の高度化 を達 成 しつ つあ り,製 造業界 でも製品 コー ドの共通化が待

ち望 まれて いる。

以下に示 す試案 は,こ の ような状況 を鑑み,製 造業 界の製品 コー ドの共通化 に

ついて,一 つの解決方 法をま とめた ものである。

この試案 は,多 くの業界有識者の支援に よ りまとめ られ る ものであ るが,さ ら

に多 くの業 界関係者の評価 を受け,修 正が加 えられ る必要があ る と考 える。 また,

本試案は共 通製品 コー ドの大枠 を示 してあ り,詳 細 につい ては,業 界関 係者の検

討によ り決定 される必要が あ る。 これ らの作業が速 や か に 実 施 され,我 が 国 の

製造業界の新 しい共通製品 コー ドとして定着 し,標 準化 され るこ とを願 うもので

あ る。

昭和62年3月
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1。 定 義 と使 用 目的

製造業 向け共通製品 コー ド(製 造業共通製品 コー ド)を 以下の よ うに定義す

る 。

(1)本 製品 コー ドの主 な使用 目的

本製品 コー ドは主 として,オ ンラインによる企業間 のデー タ交換に用いる。

例 えば,発 注(受 注),在 庫照会な どの取引時の製品の特定 に用い る。

(2)対 象 となる製品

本製品 コー ドの対象 となる製品 とは,い わゆ る生産財 である。その中には,

素材,部 品,中 間製品,産 業用資材 な どが含 まれ る。 これ らの製品は,ス ーパ

ー等で個人向け に販売 され ることはほ とん どない。

(3)製 品の識別

通常の受発注取 引において支障 のない レベ ・レまで識別で きる。す なわち,メ

ーカー,ブ ラン ド名等は 当然の こと として,価 格決定 に影響 を及ぼす範囲の項

目,製 品 グレー ドは原則 的に識 別可能 とする。

一般的に言 うのであれば
,現 品を特定で きるこ とを最低の条件 とす る。尚,'

可能であれ ば,製 造番号あ るいは ロッ ト番号 に対応 する識別能 力も含め ること

とす る。

(4)メ ーカー型番 との 関係

本製品 コー ドは,企 業 間で売 買取引をす る時 に現 品 を特定で きる コー ドとす

る。従 って,必 ず しもメ ーカー型番 ではないが,一 致す る ことは あ り得 る。

(5)製 品分類機能

本製品 コー ドは,現 品 の特 定を第一の 目的 とす る。但 し,あ る程 度の製品分

類機 能が含まれ る場合 もあ る。

(6)識 別能 力が有効な範囲

本製品 コー ドは,少 な くとも製造業 界の範囲で 現品を特定す るこ とができる

(同 姓 同名が存在 しない)も の とす る。 さ らに,産 業用資材の販 売でも現品 を
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特定でき ると考 えられ る。 従 って,図 一1に 示 すよ うな範 囲が想 定される。

(電 力,ガ ス

通 信 な ど)

半 製

中 間 製 品

`

図 一1製 造業共 通製品 コー ドの識 別能力が 有効な範囲

(7)共 通化の意味

ここでい う共通化 とは,

① 製品識別 の共通 化

② 同一製 品に対 して,あ らゆ る企業が 同一の コー ドを用 いる。(但 し企

業 間の情 報交換時,企 業内では固有の名を用 い ることが でき る。)

とい う意味 とす る。

尚,同 一製品であ っても,製 造 メーカーが異な る場合,同 一製 品 と呼ばない

ケースがあ ることを許容す る。

(8)コ ー ドの種類 とバ ージ ョン

本共通製品 コー ドは,多 様 な製造業界の ニーズに対処す るため,複 数の コー

ド規格,そ して各規格 に対 して複数 のバ ージ ョンの存在 を許容す る。 それ ら各

規 格,各 バ ージ ョンに基づ く多様 な コー ドの 集合体が製造業共通製品 コー ドで
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あ る。 多 様 な コー ドが 混在 してい て も,統 一 的 な シス テム(コ ン ピ ュー タ ・シ

ス テ ム)で 処 理 可 能 な コー ド体 系 とす る。
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2.共 通化 の方法

(1)共 通規 約

各企業が,,第3項 以下に示す共 通 ・レールに従 って,第1項 で定義 した製品 コ

ー ドを作成す ることによ り,製 品 コー ドの共通化 を達成す る。

(2)全 体規 約

規 約 は,製 造業界共通の全 体規約 と,全 体 規約のサ ブセ ッ トである複数の部

分規 約か ら構成 され る。

部 分規 約は,全 体規約の制限 内で,業 界 ごとあるいは各企業ごとに作成 される。

す なわ ち,部 分規約は常 に全体規約のサ ブセ ッ トである。

(3)全 体規約 と部分規約の機能

全 体規約は,製 造業界の製品 コー ドを包括的 に共通化 し,あ らゆ る製品 コー

ドにつ いて,製 造業界 にお けるユニ ーク性 の保障 と一貫 した コンピュータ処理

を可能 にす る。

部分 規約 は,製 品 コー ド体系 に柔軟 性を与 え,個 々の業界あ るいは各企業の

ニーズに基づ くコー ド体系 の設定 を可能にす る。

(4)規 約 の管理

全体 規約の管理 は,製 造業界共通の特別 な管理機構(通 常,コ ー ドセ ンター)

によ って統一的に管理 される。規 約の変更 も,そ こで審議す るこ とにな る。従

って,こ の管理機構は,共 通 製品 コー ドに関す る限 り,製 造業界 を代表 してい

ることに なる。

部分規約は,そ れを作成 した業界 あ るいは企業において管理 されるの を基本

とす る。 しか しなが ら,部 分規約で あ っても,全 体規約のサ ブセ ン トで あ り,

製造業界全体 管理の制限 を受 ける。

具 体的 には,サ ブセ ッ ト識別の ための記号(後 述の第1要 素)が,製 造業界

全体 で統一 的に管理 され る。 この管 理は,前 述の特別 な管理機構 によ って実施

され る。
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以下で は,製 造業界共通 の特別な管理機構 を,「 製造業 コー ドセ ンター」 と

呼び,製 造 業界 の中の個 々の業界(業 界間)で 共通の管理機構 を 「業界 コー ド

セ ンター」 と呼ぶ ことにする。
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3.コ ー ド体系 の基 本的枠組 み(全 体規 約)

(1)総 論

本 共 通製 品 コー ドは,可 変長 可 変 フ ォ ー マ ッ トの 合 成 コー ドとす る(図 一2

を 参照)。 合成 コー ドは,複 数 の 要 素 コー ドに よ り構 成 され る。 各 要 素 は あ る

制 限 内 で 可 変長 で あ り,そ の 要 素 が表 す 意 味 及 び 要 素 並 び に つ い て も,あ る

制 限 内 で 自由 に設 定 され る。

各 要 素 を識 別 す るた め に,製 造 業 界全 体 で統 一 され た 「区 切 り文字 」 を用 い

る。

又,第1番 目の 要 素 は 特別 な要 素 で あ り,製 造業 界全 体 で 統 一 的 に 定義 され,

コ ー ド系 の種 類 や バ ー ジ ョンを表 す。 この ことに よ り,あ る制 限 内で 自由 に設 定

され る2番 目以降 の 要 素 を,コ ン ピ ュー タ処 理 可 能 とす る 。

(2)コ ー ド系(バ ー ジ ョン)と 第1要 素

製 造 業共 通 製 品 コー ドは,複 数 の 異 な る構 造 を持 つ コー ドの 集 合 体 で あ る。

異 な る構 造 の コー ドを統 一的 に処 理 で きる よ うに,製 造 業 共 通 製 品 コー ドは階

層構 造 化 され,そ の 第 一 階 層 は,製 造業 界共 通 とす る。 第 一 階 層 とは 第1要 素

で あ る。

第1要 素の一つの識別記号が決定す る第2階 層以下 の一つの コー ド構造 を,コ ー ド系

と呼ぶ。一つの コー ド系 は,さ らに バ ー ジ ョンを持 つ こ とが で き る。 この こ とに

よ って.コ ー ド体系 そ の もの の メ ン テナ ンス も可 能 とな る(図 一3参 照)。 コ

ー ド系 とバ ー ジ ョンは ,第1要 素 に よ って識 別 され る。
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第1要 素

要素の長さは可変である

(最 大長は制限する)

匝 塞].
＼

区 切 文字

(本 例で は ピ リオ ドを用 いてい る)

第n要 素

要素数は可変である

(最大要素数は制限する)

全体の長さは可変である

(最大長は制限する。少

なくとも40桁 以下)

◎途 中 の要 素 の省 略 が で きる。 但 し,省 略 した場 合 の意 味 が 部分 規約 に よって,規 定 され て

い 塩けれ ば な らない。

匝 塞].[第2要 素]..[憂 剥

L第 、要素の省略

◎ 右 側 の要 素 の省 略 が で きる。 但 し,省 略 した場 合 の意 味 が 部分規 約 に よって,規 定 され て

い なけ れ ば な らない 。

匡 塞][垂 ヨ
「一 一 ー ー 一1

1第3要 素1

L_

第3,第4要 素 の省 略

「 一 一 ー 一'1

1第4要 素1

__!

図 一2可 変長 可 変 フ ォー マ ッ トの 合 成 コ ー ドの 構 造
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第2階 層

第1階 層 の一つの識別記号が一つの構造を規定する。

囲 第2階 層をさらに複数の階層に分けることも可能である。

図 一3階 層構造 と第1要 素

(2)最 大 長1

可 変 長 コー ドの コン ピ ュー タ処 理 を容 易 にす るた め,コ ー ドの 全長(桁 数 の

最 大)を 製 造 業 界 全 体 で 統 一 的 に 制 限す る。 桁 数 には,区 切 り文字 も含 まれ る。

最 大 長 の 具 体 的値 は,種 々の条 件 を考 慮 して決 定 す る必 要 があ るが,少 な く

と も40桁 以下 に押 さ えな けれ ば,実 用 的 とは 言 えな い 。

製 品 種 に よ っては,制 限桁 数 内で の 製 品 コ ー ドの設 定 が 困難 な場 合 も発生 す

る。 この よ うな時 は,別 の 方策 に よ って 解 決 を 図 る。 例 えば 製 品 コー ドは,

契 約番 号 か 単純 識 別 番 号 と し,別 項 目に よ って,製 品 の詳 細 を記 述 す る。 この

よ うな こ とは 各業 界 の状 況 に 応 じて部 分 規 約 に お い て 考 慮 され るべ きで あ る。

(3)使 用 文 字 コー ドと 区切 り文字

文字 コー ドは,製 品 コー ド全体 で8bitか16bitに 統 一す る。8bitと

16bitの 混在 を させ ない 。

製 品 コー ドを構 成 す る文 字 コー ドが8bitか16bitか を識別 す る情 報 は,

メ ッセ ー ジ ・フ ォー マ ッ トの 規定 に よ っ て,製 品 コー ドとは 別個 に保 持 され る

べ き で あ る 。
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区切 り文字は,製 造業界全体 で,要 素 コー ド構成文字 と重な らない よ う決定

されなければ な らない。 さ らに区切 り文字 は,可 視性のあ る文字(プ リン ト・

キ ャラクターと して存在 す る文字)を 使用すべ きである。

(4)要 素お よび要素並び

第1要 素は,製 造業 界全体で共通の意味 を持つ と同時に,コ ー ド系 とバージ

ョンを識別 し,第2要 素以下の要素並び と,意 味 を規 定す る。

す なわち,あ る特定の 第1要 素 コー ドについては,そ の第1要 素で規定 され

る要素並び(第2要 素以下)以 外は許 されない。

又,第2要 素以下の どれかの要素 に原則 として企業 コー ドの挿入を義務づ け

る。 どの要素が企業 コー ドで あるか は,第1要 素 によ って規定 される。企業 コ

ー ドの挿入は,第1要 素 によるユニーク性確保の 不完全 さを補 うために必要な

ことであ る。但 し,特 別 な場合 は,企 業 コー ドの挿 入を行わない こともある。

(5)コ ー ドの再使用

製造業 界の製品(特 に業務用途 の製品 ・部品)の 生 産 期 間 は一 般 に長 く,

又,生 産中止品の再生産 も少 なか らずある。 従 って,コ ー ドの再使用は 当分の

間行わ ない。
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4.運 用

(1)基 本的 な共通製 品 コー ドの使用法

製造業共通製品 コー ドは,企 業 内における固有 コー ドの存在を否定す るもの

では ない。む しろ,両 者の共存 による情報処 理の高度化 を想定 してい る。

製造業共通製 品 コー ドは,主 として,ネ ッ トワーク上 における電子的 コー ド

であ り,帳 票上での使用は,従 目的であ る。

このため,各 企 業か らネ ソ トワー クへ出る時,及 び ネ ッ トワ ー クか ら各 企

業へ 入る時,多 くの場合,変 換が実施 され る(図 一4参 照)。

この変換 を実施す るた めに,変 換 テーブルが必要であ り,こ の変換 テーブル

を メンテナンスす るた めに,コ ー ド伝達が必 須であ る。

(2)基 本要件

① コー ド伝達 を必 要 とす る時期

新製品 を取 引す る時,初 めての取引先 と取引す る時,及 び 従 来 取 引 して

いなか った製 品を取引する時,コ ー ド伝達が 必要になる。

② 基 本的な コー ド伝 達方法

製 造業界の取 引は,主 として,商 談 によ り決 定され るの で,こ の時,共 通

製品 コー ドの伝達 が 同時に行われ るのが最 も望 ま しい。

このため に,商 談時に,共 通製 品 コー ドが 確定 してい るか,そ の場で確定

で きることが 望ま しい。

③ 共通製品 コー ドの一元的決定

商談は通常二者間で行われ る。 この時,両 者が 同一の製 品 について,そ れ

ぞれ異 なる二 つの共通 製品 コー ドを保持 してい るのが,最 も困難 な状況であ

る。

この よ うな状況が発生 しない よ うに,通 常,製 品規 格の作成者が共 通 コー

ド決定の主体性 を持つ べきで ある。多 くの場合,供 給者であ るが,需 要家の

場合 もあ り得 る。
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④ 取扱 い容易性

共通製品 コー ドは,体 系が単純 であるか,複 雑で あっても人間の思考 能力

を考慮 した体系であ るべ きである。共通製 品 コー ドは,現 在 日常 的に使 って

いるもの と,そ れ程 大きな違いはない よ うにすべ きである。
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図 一4共 通 製 品 コ ー ドと コ ン バ ー ジ ョ ン
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(3)運 用 か ら見 た 製 造 業 共 通 製 品 コ ー ドの イ メ ー ジ

「製 造 業 共 通 製 品 コー ド」 の イ メ ー ジは,図 一5の よ うに考 える ことが で き

る。 供 給 者 の シス テ ムに は,販 売 品 目 リス トが あ り,そ の リス トには,社 内 コ

ー ドと と もに ,製 造業 共 通 製 品 コー ドが 記載 され てい る。 一 方,需 要 家 の方 に

は,購 入 資材 リス トが あ り,社 内 コー ドと と もに製 造 業 共 通 製 品 コー ドが記 載

され て い る。 発 注(受 注),納 品 ・請 求 な どの処 理 では,製 造 業 共 通製 品 コー

ドを 用 い て伝 達 され る が,社 内 で は,先 程 の 販 売 品 目 リス ト又 は購 入 資材 リス

トに よ り社 内 コー ドへ 変 換 され るた め,従 来 と同 じコー ドを使 うこ とに な る。

尚,販 売 品 目 リス ト,購 入 資 材 リス トともに,そ れ を管 理 す る企 業 が 扱 う製

品 のみ の リス トで あ り,製 造 業 界 の 全 品 目を 網羅 した リス トでは ない。 従 って,

A企 業(需 要家) B企 業(供 給者)

購入資材リスト

<===>

XA・1・画

＼ ノ

企業内コード

共 通製品 コー ド

1…1

販 売 品 目 リス ト

〈 〉

.[三 ・INI・

＼ ノ
/

企 業 内 コー ド

共 通 製 品 コー ドは,需 要 家 の 固有 コー ド 「XAB」 と

供 給 者 の 固 有 コー ド「N10」 を結 びつ け るポ イ ン タT

で あ る。

図 一5製 造 業 共 通 製品 コー ドの イ メ ー ジ
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各企 業 が 個 別 に,販 売 品 目リス ト(資 材 購 入 リス ト)を 管 理 す る こ と,す なわ

ち コンバ ー ジ ョ ン ・テ ー ブル を メン テ ナ ンスす る こ とは十 分 可 能 で あ る。
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5.共 通 製品 コー ドの維持 管理

製 品 コー ドは ダイナ ミックな変動要 素を持 ってお り,こ れの共通性 を維持す る

ためには,適 切な管理 を必 要 とす る。手段 的には,「 コー ドセ ンター」 を設けて

統 一 的 な管 理 を行 う方 法が,最 も現実 的 で あ り,コ ー ドセ ンターの機 能設定

(業 務設 計)が 重 要であ る。

(1)製 品 コー ドの変 動面か らの課題

現代のよ うな科学技 術の進 歩が著 しい環境 におい ては,次 々に新製品が誕生

す る。既存 の製品の改 良 も休 みな く続け られ る。消費業界 の多様化 も影響す る。

我が国の ように,民 需 中心 の経済環境下では,多 様化 す る消費動向の影響がす

ぐに製造業界に波及す る。

一方,輸 出立国 とい う側 面を見逃 せない。海 外のニーズに基づ く製 品 も多数

あ り,海 外での様 々な変化が,製 品を変化 させ る。

これ らの変動が,す べ て製 品 コー ドに影響す る。すなわ ち,極 めて ダイナ ミ

ックに製 品 コー ドが 変化す るこ とにな る。 これ らは動か し難い事実であ り,ス

タテ ィ ックな コー ドとは一味 違 った管理が必 要になる。

(2)製 品の種類の面か らの課題

製品の種類が どの くらい あるのかは,種 類の定義の仕 方によ っても違 って く

るが,少 な くとも百万 種以上 とい うのは,容 易に想像 で きる。

これ だけの種類の製 品 コー ドをすべ て一元管理する とい うの は,非 現実的で

ある。 本構 想では,複 数の コー ドセンターを設けて これ を階 層的に組み合わせ,

多元管理す る ことを提案す る(図 一6参 照)。 しか しなが ら,そ れで も具体的

製品 レベ ・レまで管理す るのは,製 品の ダイナ ミズムか ら見て,ほ とん ど絶望的

であ る。
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第1要 素
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業 界 コー ド

セ ン タ ー1
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業 界 コー ド

セ ン タ ー2

第1要 素
の割当

第1要 素

の割当

業 界 コ ー ド

セ ン タ ーn

1特定 取 引業界|

1の 共通 ル ール1

「一 ー 一
1特 定 取 引 業 界

1の 共 通 ル ー ・:・1
____」

図 一6製 造業 共通製品 コー ドの階層的管理

本構想で提案 してい る体系の中に,個 別企業 自由部分(後 述)が 残 され てい

るのは,こ のための対策 である。 しか しなが ら,こ の部分 も管理対象 に しなけ
ら

れば,共 通 コー ドとしての機 能が消失す る。 この部分は,個 別企業が維持管理

を行 う。 す なわ ち,個 別企業 内にもコー ドセン ター的な ものが必要になる。

.
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(3)製 造 業 コー ドセ ンター

① 管理 項 目(表 一1参 照)

製 造業 コー ドセンターは,全 体的管理 を行 う機 関であ る(細 目の管理は,

業界 コー ドセ ンターお よび個別企業 で実施 され る)。 管理項 目は,大 きく二

つに分 かれ る。 それ は,

・ス タテ ィックな全体規約の管理

・ダイ ナ ミックな第一要 素の管理

で ある。

全体規約の管理 とは,む しろ,規 約 の周知徹底 を意味す る。具体的には,

啓 蒙 普 及 活 動 で あ る。 但 し,全 体規 約 自体の変更 も皆無 とは言 えない。 こ

・ うい う場 合へ の対応 も,重 要 な管理 項 目であ る。

第一要 素の管理で は,体 系 の管理 と具体 的 な文 字例(コ ー ド)の 割 り当て

の二つがある。体系 の管理 におけ る主 な業務処 理項 目は体系 の変 更(機 能の

追加)で あ る。 第一要素は特別 な要素であ り,頻 繁 に変更を実施 すれば混乱

を生 じることに な り,一 方,変 更 を怠 れば実態 に合わ ない コー ドに堕 落す る

恐れがあ る。そ こで,適 当な タイ ミン グで変更す る必要があ り,極 めて重要

な業務 である。

一 方,コ ー ドの割 り当て は,最 も製 造業 コー ドセ ン タ ー ら しい 日常 業

務で あ り,一 貫性 を持 った業 務処理 が完全 に実施 でき るよ うに,ル ーチン ワ

ー ク化 しなけれ ばな らない。 その管理 目標は,コ ー ドの重複 と二重登録の防

止の 一言に尽 きる。

② 付帯業務

コー ド管理 とは直接 の関 係は ない もの の,日 常業 務 として重要 な業 務が 幾

つ かあ る。そ れ らを以下に示す 。
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表 一1全 体規約 と部分規 約

全 体 規 約 部 分 規 約

基 本 フ ォ ー マ ッ ト 製造業界統一

最大長の制限 〃

使用文字種 〃 業界などでの統一的制限*

区切り文字 〃

最大要素数 製造業界統一最大数 業界などでの統一最大数*
(≦ 製造業界統一最大数)

一 つ の要 素 の長 さ
製造業界統一最大長

業界などでの統一最大長*
(≦ 製造業界統一最大長)

第 一 要 素 の

フ ォ ー マ ッ ト
製造業界統一

第 二要 素以 下 の
フ ォー マ ッ ト

業界などでの統一(個 別企業自
由使用部分を含む)

企業 コー ド要 素 の

挿 入

製造業界統一
(挿 入場所を問わない) 業界などでの挿入場所の統一

規約の管理など 製 造 業 コ ー ドセ ン タ ー 業 界 コ ー ドセ ン タ ー な ど

*コ ン ピュー タ処 理 能力 限 界 は,全 体規 約 に合 わ せ る。

・コー ド体 系 の 研 究(コ ー ド論の 研 究)

・業 界 にお け る コ ー ド共 通化 進 捗 状 況 の調 査 及 び把 握

・国際 レベ ルにお け る コー ド共 通 化 の 調査 研 究

・そ の 他 ,コ ー ド関連 項 目の 調査 研 究

④ 業 界 コー ドセ ン ター

業 界 コ ー ドセ ン ターの 業 務は,製 造業 コー ドセ ン ターの 業 務 とはか な り異 な

る。

日常業 務 と しての コー ドの 登 録 ・管理(具 体 的文 字 列 の割 り当て)は,ほ と

ん どな く,定 期 的 な コー ドの 見 直 し と,そ の 結 果の 報 告(各 企業 お よび 製 造業

コー ドセ ン ター)及 び コー ド表 の整 備 が 主 な業 務 に な る。

① 定期 的 な コー ドの 見 直 し

業 界 コー ドセ ン タ ーで は,通 常,第 二 要 素 に位 置 付 け られ る簡 易 製 品 分 類
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(後 述)の 管理が主体 になる。新製品が頻繁に誕生す る以上,こ の分類科 目

の 解釈の変更 と追加 を避け るこ とは できず,定 期 的な見 直 しが必 要になる。

この製品分類は,運 用上の 認識 に役立て るのが 目的 であ るか ら,科 学的厳

密性は要求 され ない。従 って,現 場担 当者の意見が 最大 限に生 か されるべ き

で,そ のための検討部会の招集が必要 とな り,結 果を承 認するための委員会

も必 要になる。 これ らのた めの事務局 としての作 業が 主た る業 務で ある。

② コー ド表の整 備 と配布 な ど

定期 的な コー ドの見 直 しの結 果,第 二要素 な どに位 置付 け られ る製品分 類

は変化す ることにな る。 そ こで,そ れに対応 した コー ド表の整 備 と配布 も重

要業務で ある。

③ その他 の業務

企業が 日常取 引で用い ている完全 な コー ド(文 字列)を 収集 し,製 品 コー

ド表 などを整備す れ ば,か な りの利用価値があ る。 しか しなが ら,こ れは共

通製品 コー ド維持 のための絶 対的条件では ないので,こ の業 務を実施す るか

どうかは,各 業 界 コー ドセ ンターの 自主判 断に任 されるこ とになろ う。

(5)個 別 企 業 に お け る 管 理

製 品 コー ドを最 終 的 に 決 定 で き るの は,各 個 別 企業 で あ る。 本構 想 で は,

一 ド命 名 者 と呼ぶ 。 命 名 者 は,製 品 メ ー カーの 場 合 が 多 い が,ユ ー ザー の場 合

もあ る。 原 則 的 に は,製 品 規 格 の 保 持 者 で あ る。

命 名 者 は,コ ー ド利 用 者全 体 の 承 認 を省 略 して 単独 で共 通 コ ー ドを 決定 で き

る。 従 って,例 え命 名 者 が コー ドの 重 複 とい うエ ラ ーを犯 して も,他 の 企業 は

な か なか チ ェ ッ クで きな い こ とに な る。 そ こで,コ ー ド命 名 者(=個 別 企業)

も,エ ラー を起 こ さな い よ う,か な り厳 密 な コー ド管 理 が必 要 にな る。

囲 一 っの コー ドを二 種以 上 の製 品に 割 り当 て る こ と。
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6.製 造業共通製品 コー ドの具体像

6.1要 素

製造業共通製品 コー ドは,要 素の集合 と して構成 され る。 各要 素はそれ 自体

一つの コー ドであ り,あ る意味 を持 ってい る。

各要素は,可 変長であ るが,第1要 素で特定 され る一つ の コー ド系において

は,固 定長の場合 もあ り得 る。

第1要 素は,製 造業全体で共通 の意味 を持つ特別 な要素であ り,第2要 素以

下は,限 られた範囲で共通の意味 を持つ。 例 えば,図 一7の3層 構 造の コー ド

では,特 定企業間では コー ド全体が 共通の意味を持 ち,製 造業 全体 では,Aの

部分 のみ共 通の意味 を持つ。 これ以外 は,単 純な識別子 として認識 され る。

但 し,第2要 素以下の構造 は,第1要 素に よって規定 され てい る。 すなわ ち,

第1要 素の特定の文字 列 によって許 され る第2要 素以下の構造 は,た だ1種 類

のみ許 容 される。 この第2要 素 による識別に よって定まる1種 類の構造 を,「コ

ー ド系」 と呼ぶ こと としてい る。

コード系は,製 品種ごとに存在す る可 能性があるが,便 宜的に業界 単位に設定

す る。 一つの業界に2種 以上の コー ド系が存在す ることは十分 あ る。

第1要 素 の特定の文字列 と特 定の コー ド系は,1対1に 対応す る。 この対応

関係は,製 造業 コー ドセンターに よって維持管理 される。

第2要 素以下 については,基 本的 には,業 界 コー ドセンターと企 業 によって

維持 管理 される。
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一

－

B一

業界決定 企業で決定

の意味
'

特定企業間で共通の意味 .

図 一73層 構造 の コー ド

6.2各 要 素 の 詳 細

(1)第1要 素

第1要 素 は,コ ー ド系 を 識別 す る。 コー ド系 の 識別 は,「 コー ド系名 」 と

「バ ー ジ ョン番 号」 に よ っ て行 う。

諸 般 の 事 情 を考 慮 す れ ば,コ ー ド系 名 の た め に2桁(文 字),バ ー ジ ・ン

番 号 に1桁(文 字)及 び 予 備 を 含 め た5桁(文 字)は,ど う して も必 要 で

あ る(図 一8参 照)。

一 つ の コー ド系 が この 第1要 素 に よ って 識 別 され る
。 この 第1要 素 の特 定

の 文 字 列 に よ って,特 定 の 構 造 を持 つ 製 品 コー ドが 定義 され る。 この 特定 の

文 字 列 とそ れ に対 応 す る製 品 コー ドの 構 造 は,製 造 業 コー ドセ ン タ ーに 登録

され,統 一 的 に維 持 管 理 され る。

一 つ の コー ド系 を設 定 す るた め に,必 ず 製 造 業 コー ドセ ン タ ーへ そ の 構造

を登 録 し,第1要 素の 特 定 の 文 字 列 を 割 り当 て る こ とに よ り,全 体 と して の

統 一 性 を維 持 す る。

製 造 業 コー ドセ ン ターへ 登 録 され た 製 品 コー ド構 造 は,数 字 的 記述 に よ っ

て 表 現 され,コ ン ピ ュー タ ・リー ダブ ・レな形 にす る こ とに よ り,コ ンバ ー タ

ー20一



一な どへ の 自動組込の道 を将来に残す ことにな る。

第1要 素の文字列の割 り当ては,一 般的には,業 界単位に実施 され る。 こ

の場合,業 界内の共通化が進んでいれば,業 界共通 コー ドの識別子 となる。

「 「 二三 ・・ン

AlAN AN 予

必ず英文二]

備

L当 面,、 の、桁のみ用い。.

図一8第1要 素の体 系例

第1要 素は,業 界分類では ない。なぜ な らば,一 般的には,業 界 単位の割

り当てになるが,次 の よ うな割 り当てが 多 く発生 する可能性 があ るか らであ

る。

① 特定業界間

② 特定製 品種

第1要 素は,各 種の 分類 に基づ いて割 り当てるのではな く,運 用の最適化

を最優先に して割 り当てるため,業 界分 類 とは異 なる。

(2)第2要 素以下

第2要 素 以下は,一 つの コー ド系(同 一の第1要 素識別子 を もつ コー ド同

士)の 中でのみ 共通的意味 を持つ。業界(業 界間)で の検 討によ り,全 体規

約 の制限内で 自由に設 計 し,部 分規約 として設定で きる。

但 し,設 定後 の構造は,製 造業 コー ドセ ンターへ登録す ることにな り,そ

の後の変更は,全 体規約で示 され る手続 きを踏 まなければな らない。

第2要 素以下の設計上の制限は,以 下の とお りである。
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① コー ドの全長

② 要素の最大個数 と最小個数

③ 各要素の最 大長(桁 数)

④ 使 用文字種

⑤ 企業 コー ド要素の挿入(順 番は問わない)

(3)企 業 コー ド要素

本構想では,製 品識別の ユ ニー ク性を保障するため,第2要 素 以下の任意

の一つの要素 を企業 コー ドとす る。何番 目の要素が企業 コー ドであ るかは,

第1要 素 によ って識別 され る。

但 し,状 況 によ っては,企 業 コー ドを省略す ることは あ り得 る。例 えば,

製品規 格の共通化が進 んでい る業界 で,メ ー カーの区別 を必要 としない製品

が該当する。 この事 自体 も,第1要 素 によ って識別 され る。

企業 コー ド要素の詳細 は,第8項 を参照 していただきたい。

(4)個 別企業 自由使用部分

第2要 素 以下の任意の一つの要素 あるいは複数の要素は,個 別企業 自由使

用 部分 となる。 どの要 素が 自由使用部分 かは,第1要 素 によって識別 され る。

この要素 の管理 は,個 別 企業 に委ね られる。 しか しながち,以 下 の項 目は

第1要 素によ って固定 的 に規定 され る。

・自由使用 部分(要 素)の 最大長 、

・使用文字(キ ャラクターセ ン ト)一

すなわ ち,「 自由」 とは,自 由な文字列 を使 うことが できる とヤ・う意味で,

使用文字種 と最大長 は制限 され る。

この 自由使用部分 は,実 用的 な製品 コー ドには必ず必 要 な要素で ある。

6.3製 造業共通製品 コー ドの標準的 な構成

本共 通製 品 コー ドは,単 品識別 コー ドで あ り,分 類 コー ドではない。 しか し

なが ら,目 安程度 の分 類で もあ る方が,実 際 の運用で有用 になる。 この分類は,
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統 計資料 を作成す るための分類処 理にはむ しろ有害であるが,人 間が実際の

「物 」 と対応 させ て コー ドを覚 えるのに極 めてつ こ うが よいか らで ある。

この よ うな分類 では,理 論的あ るい に科学的な分類 よ りも,「 物」 とい う実

体の認識 に基づ く分類の方が適 してい る。又,あ ま り欲張 った分 類に しない こ

とが重要である。

以上の よ うな項 目を考 慮する と,参 考図の よ うな体系が 標準 的 と思われ る。

この部分は,業 界 あるい は業 界間の話 し合いで決定す る(部 分規 約)こ とにな

るので,か な り厳密な分類が作成でき る業界 と,そ うでない業 界 とがあ っても

止むを得 ない ことであ る。

コー ド系 とバ ー ジ ョンの識 別(製 造 業 界共通)

製 品 認 識 に適 した 分類(業 界共 通)

企 業 コー ド

.[± .[墨
企 業決 定 フ リー要 素

・Fl

汎用製品(標 準規格品)

一 コー ド系 とバ ー ジ ョンの 識 別(製 造業 界共 通)

_L___

第1要 素 晶
企 業 コー ド

第3要 素

企 業決 定 フ リー要 素

特 注 的 製 品

図一9標 準的 な体系例

一23一



図 一9に おけ る 「汎用製品」の標準的構造 の第2要 素が 「製 品識別に適 した

分類」,す なわ ち簡 易分類であ る。 この分類は,業 界 用語 と して用 い られ る

一般的製品呼称 を コー ド化 した ものが最適で ある。製 品 コー ドに この分類が含

まれてい るこ とに よ り,人 手で取 り扱 う場 合に,単 純文字列 よ りもはるかに容

易になる ことが 期待で きる。製品 コー ドが システ ムにイ ンプ ッ トされる までは,

人手による処理が必 要 なので,以 上 のこ とはか な り重要であ る。

一 方,同 じく図 一9の 「特注的製品」 では.そ の性質上,簡 易分 類を含め る

のは無理 と思われ,む しろ実現性 を優先 して,簡 易分類を省略 してい る。

但 し,図 一9の 「汎用製品」の第1要 素 と 「特注的製品」の第1要 素にそれ

ぞれ別 々の文字列 を割 り当て るこ とに よ り,両 者 を同一の場で用 い ることが 可

能であ る。 このよ うに,本 構想は元 々多様 な コー ド系 を許容するよ うになって

お り,図 一9の 標準 的な体系 を出発点 として,業 界の状況に応 じた多様な展開

が 図れ る。 その一部 を図 一10に 示す。 図 一10の バ リエーシ ョンもまた,第

1要 素で識 別 され る。
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要 素1

標準体系 コー ド系 識 別 子 ・岡 ・ 企 業 コ ー ド 十 コー ド ネ ー ム

特殊品

業界標準規格品

十 メ ー カ ー コ ー ド 十 識 別 番 号

・[簡 易分類]・
11
1メ ー カ ー コ ー ド1十

L_______j

(省 略 も あ り得 る)

識 別 番 号

メー カー標準 規

格(即 納)品
十 メ ー カ ー コ ー ド 十 コー ド ネー ム

大口需要家
規格品

十 企 業 コ ー ド 十

(需 要家)

コ ー ド ネ ー ム

特 注品

(オータLメイド)
十 企 業 コ ー ド 十

(需要家)

号

ム

番

一
㍍

輪

一

一

…

オ

コ

…

図 一10図 一9の バ リエ ー シ ョ ン
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、

7.コ ー ド体 系 と 運 用 の 具 体 例

第1項 か ら第6項 までに,本 共通製品 コー ドの 大枠(全 体規約)に つ い て記述

した。 この大枠に沿 った共通製品 コー ドの具体例 とその管理方法(部 分規約にな

る)に つ いて記述す る。

7.1第1要 素(全 体 規 約)

(1)体 系
、

第1要 素の体系例 を図一1 1に 示 す 。 この 例 では,
「

最 大 長 5桁(5文 字)

最 小 長 3桁(3文 字)

で あ り, 当面3桁 を用い, 2桁 は将来の拡張のた めに残 す。文字種は英数字

で, 先頭の第1文 字は必ず英字 を用い る。

バ ー ジ ・ン番 号 は, 0か ら始 ま り9で 終 る グループとAか ら始 ま りZで 終

る二 つ の グル ー プ を設 け る。

0～1の グ ル ー プは 主 に汎 用 製 品(標 準 規 格 品)と し, A～Zの グル ー プ

は, 特別品(特 殊 品)と す る。

4
コ ー ド系 名

バ ー ジ ョンー
、

AlAN AN予1 備

必ず鱒 」L
当面,こ の3桁 の み用 い る。

、

、

図 一11 第1要 素の体系
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(2)第1要 素の設定

業界あ るいは業界間での製品 コー ド共通化作業 の結果,本 共通製 品 コー ド

規 定に基 づ くコー ド体 系が作成 できた場合,代 表者が 製造業 コー ドセ ンター

へ 申請す るこ とに よ り,製 造業 コー ドセ ンターが,第1要 素の特定文字列 を

割 り当てる(図 一12参 照)。

業界などでのコー ド

体系詳細の決定

製造 業 コー ドセンター

へ の登 録 申請

第1要 素(識 男1仔)

の付与

申請内容(部 分規約)

・コー ド体系の詳細

・部分規約の管理方法 と

管理者

図一12第1要 素 の設定

この特定文字 列は,申 請者のための コー ド系の識別 子 として永久保存 され

る。バ ージ ョン番号は,申 請者の申告 に基づ き,初 回は例 えば0又 はAを 設

定す る。 バー ジ ョン変 更のための申請では,種 々の条 件 を考慮 して,最 適 な

バージ ョンを設定す る。バー ジ ョンのみの変更は ,原 則 として.前 回 申請時

と申請者が 同一の場合 とす る。

代表者(申 請者)は,企 業名,業 界名,業 界 団体名 および連名いつれの場

合 も可能 とす る。一般的には,サ ブセ ッ トの管理者 である。

尚,申 請時 に,コ ー ド体系(第2要 素以下:部 分規約)の 詳細 と運用方法

の概略を届けることになる。
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製 造 業 コ ー ドセ ンタ ーへ 登 録 され た新 しい コー ド系(あ る業 界 の共 通 製 品

コー ド)は,そ れ ま で に 登録 され た コ ー ド体 系 の 申請 者 に,そ の 内 容が 通 知

され る。

7.2第2要 素以下(部 分規約)

(1)基 本原貝‖

第2要 素 以下は,業 界あ るいは業界間の検討 によ り自由に コー ドが設定 で

きるわけで あるが,一 度共通 コー ドが設定 されれば,あ らゆる業界 がその共

通 コー ドを使 うことに注意 しなければ な らない。

具体例 で説 明す る と次 の ようにな る(図 一13)。

①B業 界(供 給者)とA業 界(需 要家)の 間の検 討で,B業 界 の製 品の共

通製 品 コー ドが作成 され,製 造業 コー ドセ ンターに登録 された とす る。 こ

の情報は他のす べての業 界に も伝 達 される。 この コー ド系 をXと する。

②A・B業 界間の取引は,Xを 用い る。

③ さ らに,他 の業界(例 えば,C,N)に 対 しても,B業 界 の製品の取 引

は 原則 として.コ ー ド系Xを 用 いる。すなわ ち,B・C間,B・N間 の取

引で も,コ ー ドXを 用 いる。 もちろん,こ れは強制ではないが,基 本的に

尊 重 され るべき ことで あ る。
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需 要 家 供 給 者

コー ド系 『X』

の決定

需 要 家
Xコ ー ド系

供 給 者

A業 界以外の業界でも

B業 界と取引する時は

図 一13既 に設定 された コー ド系の尊重

(2)第1要 素 と第2要 素 の 関 係

前 述 の基 本 原 則の 結果.例 えば ア セ ン ブ リー メ ーカ ー な ど は.多 数 の コー

ド系 を 扱 うこ とに な る。 これ は 共 通 化 に反 す る よ うであ るが,こ のた め に,

コー ド系 の識 別 子(第1要 素)が 付 加 され て い る。 この 第1要 素 は .一 意 的
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に業 界 な どで 決 定 され た 第2要 素 以下 の構 造(部 分規 約 と して規 定 され る)

を確 定 し,一 つ の コ ン ピ ュー タ処 理 系 に よ る 複 数 の コ ー ド 系 の 処 理 を 可

能 と して い る。

よ り具 体 的 には,次 の よ うに な る。 本共 通 製 品 コー ドは,ネ ッ トワ ー ク上

での 一種 の仮 想 コー ドで あ り,ネ ッ トワー クの 入 口また は 出 口で,各 企業 内

の固 有 コー ドへ の 変換 を前 提 に してい る。 これ は,部 品 供 給 者 で も アセ ン ブ

ーリー メ ー ヵ一 で も 同 じ条 件 で あ る
。

コご ド系識 別 子 は ,膨 大 な変 換 テー ブ ルの イ ンデ ッ クス と して 活用 され,

変 換 を効 率化 す る ので あ る 。

この 場 合 の 変 換 テ ー ブル とは,実 は,各 企 業 の製 品 コー ド ・マ ス ター ・テ

ー ブル(供 給 者 の 場 合)で あ り
,部 品 コー ド ・マ ス ター ・テ ー ブル(需 要 家

の 場 合)で あ る(図 一14参 照)。

結 果 的 に,本 共 通製 品 コ ー ドは,供 給 者の 製 品 コー ド ・マ ス タ ー ・テー ブ

ル内 の 一 つ の アイ テ ム と,そ れ に対 応す る需 要家 の部 品 コー ド ・マス ター ・

テ ー ブ ル 内の 一つ の アイ テ ムを 結ぶ ポ イ ンタ ーで あ る。 この ポイ ンタ ーは両

方 向 性 で あ り,製 造業 界 内 で共 通 で あ る。

理 論 的 には,共 通製 品 コー ドの体 系 は 一種 で よい が,運 用 性 を 重 視 した結

果.第1要 素 を活 用 した 複 数 の コ ー ド系 を用 い るこ と としてい る。

以上 の こ とを十 分 配慮 して,第2要 素 以下 を 決定 す べ きで あ る。
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需要家
A

共 用 ネ ッ トワ ー ク

(共 通 コ ー ド)

㊧ コ ンバ ー タ ー

供給者
A

企業内固有 企業内固有

＼

コ ー ド コ ン バ ー タ ー
コ ー ド

/
発注データ＼

[二

＼
一

一

/ 一

『

一

難㌻多

[
iiiiiii・i・i

ii・iiiiiii・

共通 コー ド
;'i:i右㌔

.'"

iiiii…i………i…
＼

＼/
購入 資材 リス ト 販売 品 目 リス

需 要 家 供 給 側

図 一14シ ス テ ム環 境

7.3運 用 例

具 体的な コー ド体系がすべて設定 されれば,実 際 に運用す ることが可能とな

る。 ここでの ポイ ン トは,コ ー ド伝達の方法 と,個 別 企業 による コー ドの管理

である。 コー ド体系 の中に個別企業 自由使用部分が 含まれてい る限 り,必 ず必

要 とな る重要項 目で ある。以下 に,コ ー ド伝 達 と個別 企業 による管理 の例 を示
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す 。

(1)汎 用 品(標 準 規 格 品),カ タ ロ グ製 品 な ど

カ タ ログ,パ ンフ レ ソ ト類 に,企 業 固有 コー ドと共 に共 通 製 品 コー ドを 同

時 に表示 す る 方法 が あ る。 共 通 製 品 コー ドは,当 然 の こ と と して,業 界(あ

るい は 業 界 間)決 定 す る必 要 が あ る。

(2)カ タ ログ製品 の 一 部 仕 様 変 更

カ タ ログ製 品 の 共 通 製 品 コー ドに枝 番 を 付け る な どの 対 応 が 必 要 に な る。

この ル ール を業 界(あ るい は 業 界 間)決 定 す る必 要 が あ る。

この ル ール を巧 妙 に 設 定 すれ ば,商 談 時 に共 通 製 品 コー ドを設 定 す る とい

う理 想 的 状 況が 得 られ る。

(3)特 別 仕 様 品

も と も と汎 用 品(標 準 規 格 品)で な い もの に.汎 用 品 と同一 の コー ド体 系

を運 用 す るのは 無 理 で あ る。 この よ うな製 品 につ い ては,そ れ に マ ッチ した

別 の コー ド系 を適 用 す べ きで あ る。

本 共 通 製 品 コー ドで は,特 別 品 の コー ド系 バ ー ジ ョ ンを設 け るこ とに よ り,

この よ うな状 況 に 対 応 で き る よ うに考 慮 され て い る。

(4)各 企 業 レベ ル に お け る コー ドの メ ンテナ ンス

前 述 ① ～ ③ の い ず れ の 場 合 で も,又,他 の いか な る場 合 で も,コ ー ドの メ

ンテ ナ ンスが 企 業 レベ ル で発 生 す る。

各 企 業 が 企業 内 固 有 の コー ドを用 い てい れ ば 変 換 テー ブル の,ま た 固有 コ

ー ドを用 い て い な くて も ,コ ー ド・マス ター ・フ ァイ ルの メ ンテ ナ ンスが 必

要 で あ る。

商 談 時 に 決定 され た 共 通 製 品 コ ー ドは,速 や か に,関 係 企 業 の 情 報 処 理

シス テ ムに登 録 され な けれ ば な らな い 。 た と え,商 談 時 に決 定 され な か った

場 合 に も,そ の 取 引 に 関 す る 最 初 の デ ータ交 換 が 実 施 され る前 に登 録 され る

必 要 が ある。 そ うで な け れ ば,コ ー ド ・コ ンバ ー ターが 処 理 不 能 にな って し

ま う。
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この ことは,取 引 に関す る事務処 理上 のチ ェック機能 とな り得 る。 正 しい

事務処理 が行われなか った取引 に関す るデータ交換は.コ ンバー ターでの変

換過程で エラーにな るか らであ る。

企 業 内 コー ド

(工 場 内 コー ド)

企 業 内 コー ドの決 定

共通規約に従って

共通製品コー ドの決定

製 品 コ ー ド ・マ ス タ ー

テ ー ブ ル の 更 新

共 通 製 品 コー ド

(企 業 内 コー ド)

企 業 内 での コー ドの

メンテ ナ ンス

図 一15企 業 レベ ルの コー ドの メ ンテナ ンス例
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8.補 足(標 準 企 業 コ ー ド)

8.1使 用 目的

共 通 製 品 コー ドの 企 業 要 素 コ ー ド

8.2基 本運用方式

適用範囲 を製造業全体 と し,又,統 一的管理 を実施す るため,体 系,コ ー ト

(文 字列)と も標準化 を行 う。従 って,す べ て登録制 とす る。

登録 と管理は,法 人に対 して割 り当てる コー ド(文 字列)の 決定 も含めて,

すべて,製 造業 コー ドセ ンターで行 う。

8.3法 人 の定義

原則 として,一 法人 に対 して一つ の コー ド(文 字列)を 割 り当てる。 この場

合の法人 とは,常 識 的な法 人 とす る。従 って,登 記上 の一 法人 に対 して,二 種

以上の コー ドが割 り当て られる可能性 は,ゼ ロで はない。逆 に,未 登記の企業

に対 しても,必 要で あれば企業 コー ドを付与す る ことが可能である。

8.4コ ー ド体系

① 長 ざ(桁 数)

最小3桁.最 大5桁 の 可変長 とす る。

② 使用文字'・

英数 字 とす る。 但 し.第1文 字 は必 ず英字 とし,か っ.文 字列 内に必ず1

文字以上 の数字 を含む もの とす る。

(例)

1・1・IA口1
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8.5登 録 商標について

5文 字以 内の英字 による登録商標 を保持 してい る企業 に対 しては,そ の商標

を企業 コー ドとして登録 することを認 める。

6文 字以上 の英字 による登録商標につい ては,5文 字以下に圧縮 した ものに

つ いてのみ.登 録 を認める。 この場合,既 登録済の他 の企業の コー ドと同一に

ならない ことが条件であ る。

尚.企 業 コー ドと して登録 商標 を用いた企業 は,常 に登録商標 を更新維持 し

なければ な らない。他の企業 がその商標を登録商標 として取得 した場合,元 の

企業 コー ドを抹 消する。

8.6登 録,抹 消

(1)企 業 コー ドの登録

登録 はすべ て,各 個別 企業 による登録 申請 に基づ き,製 造業 コー ドセ ンタ

ーで実施す る
。

申請は,正 式企業 名で行 う。製造業 コー ドセ ンターは,申 請 された正式企

業名 を用いて二重登録 をチ ェックす る。正式企業名その もの のチ ェ ックは実

施 しない。従 って,正 式企業名 を工夫すれば 一法人で多数の企業 コー ドを

取得でき ることになるが,そ れについ ての チェックは特 に行わない。故 意に

この よ うな ことが行 われ るか どうかは.申 請者 のモラルの問題 であ る。

企業 コー ド(文 字列)は,登 録商標の場合 を除い て,製 造業 コー ドセ ンタ

ーが決定す る。

(2)企 業 コー ドの継続登録

登録 された企業 コー ドは3年 に1度,'登 録の継続処理 を行 う。

(3)企 業 コー ドの抹消

企業 コー ドの抹消は下記の場合に行 う。

① 抹消申請が提出 された時

② 継続登録手続 きが な されなか った時
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③ 製造業 コー ドセ ンターで調査 した結果,明 らか に存 在 しない法人である

ことが判明 した時

(4)抹 消 された コー ド列は,新 しい企業 に割 り当て るコー ド列が不促す る時点

まで再 使用 しない こととす る。

将来,再 使用の必要性が 発生 した時 点で,再 使 用の問題点 を改めて検討す

る。
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9.新 コ ー ドへ の移 行 方 法

(1)移 行時期

業界(業 界 間)で ネ ッ トワーク化 を実施す る時が最適で ある。 この時.個 別

対応 によ り既 にオ ンライ ン化 してい る部分 まで含めて行 うか どうかは,個 々の

状況によ る。 また,手 作業の部分 については.通 常,後 回 しに なるか除外す る

ことになろ う。

(2)並 行処理

通常,一 度 に新 コー ドへ全 面的に移行するのは無理であ り,過 渡期の処 置 と

して,従 来の コー ドと新 しい コー ドを同時に使用す ることは避 け られない。

但 し,こ の よ うな状態 は,な るべ く早 く解消すべ きであ り,順 次新 コー ドへ

の切 り換 えを進め るべきであ る。本共 通製品 コー ドの効果が大 き くな るために

は,各 企業の取扱製 品(資 材 も含めて)』の60%程 度が新 コー ドで取引 され る

必要があ る。

(3)移 行 方 法

① 第1段 階

前 述 した よ うに,業 界(業 界 間)の ネ ソ トワー ク化 に合わ せ て,そ の ネ ソ

トワー クを用 い て 取 引 を 行 う製品 か ら,新 コー ドを用 い るが 最適 で あ る。

また,各 企 業 個 別対 応 の オ ンライ ン化 で あ って も,こ れ か ら構 築す る もの

につ い て は,新 コー ドを 適用 すべ きで あ る。

② 第2段 階

各 企 業 個 別対 応 に よ り,既 に オ ン ライ ン化 して い る取 引 に 関す る製 品 コー

ドを新 コー ドに切 り換 え る段 階 で あ る。 こ の 時,個 別 の オ ンラ イ ンか ら共 同

の ネ ソ トワー クへ 移 行 す る こ と もあ ろ う。

い つ れ に して も,こ の段 階 で 特 別 な ケー ス を 除 き,オ ンライ ンに よる取 引
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を行 ってい る製品 につい ては,新 コー ドへ 移行 する必要 があ る。

③ 第3段 階

この段階では,手 作業 で処 理 を行 っている取引につい ての新 コー ドへ の移

行 を検 討 しな けれ ばな らない。

手作葉分の取 引につい ての製品 コー ドを全面 的に新 コー ドへ 移行す ること

は難 しい と考 え られ るが.な るべ く多 くの取引 につ いて新 コー ドを適用すべ

きで ある。

この場 合に,共 通製品 コー ドの体系が 大 きなポイ ン トにな る。本共通製品

コー ドの枠組み では,第2要 素 以下につ いて表意 コー ドとす るか,単 純識別

コー ドとす るかは,特 に規定せず 業界 決定 に委ねてい る。

一方,手 作業 には表意 コー ドの方が 適 しているのは 明白で ある。そ こで,

業界(業 界間)で.第2要 素以下 を決 定す る時,こ の よ うな運用 を最優先す

ることが重要 である。手 作業 による運用 が考慮 されていれば,当 然の結果 と

して,手 作葉分の新 コー ドへ の移行 もス ムーズに進 めるこ とがで きる。

この段階 を終 えて初 めて,60%以 上 の製品 を新 コー ドで取引で きると考

えられる。

(4)移 行期間

製品 コー ドの共 通化 は,製 品業 界の取引の革 命である。 移行が3段 階 に分け

て実施 され る として も,各 段階が 明確に区 別 され るもの では な く,連 続的に実

施 され るこ とが 予想 され る。

その作業は極 めて膨 大であ り,短 期間で 達成 される ものでは ない。む しろ無

理 な移行計画は無用 な歪み を発生 し,新 コー ド化への 熱意を失 わせ るこ とだけ

に作用す るだけで ある。従 って.少 しずつ期が熟 した部分か ら,着 実 に実行す

るこ とが重要で ある。

数年以 内に,最 初の製品 コー ドの共通化が実施 される として,一 つの区切 り

が来 るまでに少 な くとも5年,全 体がほぼ 新 コー ドへ切 り換わるのに10年 程
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度は必要 と思われ る。 そのため,本 共通製品 コー ドは,少 な くとも西暦2000

年 までは使 えるように配慮す べきであ り,本 枠組みは,そ れ を十分考慮 してあ

る。
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10.製 造 業共 通製 品 コー ドの実 現過 程 にっいて

本製品 コー ドの共通化 の原 理は,各 企業が 共通 規約 に従 って新 しい製品 の コー

ドを決定す る ところに ある。従 って,第 一 に重要 な こ とは,製 造業界に属す る各

企業が納得のい く共通規格 を作成す ることであ り,そ のためには,規 格の妥 当性

も必要であ るが,規 格 を設定す る手続 きも非常 に重要 で ある。

例 えば,ISO(国 際標準化機構)な どで 日常 的に実 施 され てい る郵便投票 に

よる意見収集な どは有 力な方 法 となろ う。

規 格が設定 された後 も,様 々な状況の変化 によ り修正が必要になることはよ く

あることで ある。従 って,規 格のメ ンテナ ンスが必要 にな って くる。 また,本 共

通製品 コー ドの枠 組みで も示 されてい るが,一 般的に製 品 コー ドは,新 技術 ・新

製品の出現 のた め,コ ー ド体系 自体の メンテナ ンス も必 要になって くる。 これ ら

を担 当す る機構(コ ー ド管理 センター)も 非常 に重要 な要素であ る。

以上に示す ような様 々な条 件が整 ってい ることが,共 通製品 コー ドの存在に不

可欠であ る。

以下に,本 共 通製 品 コー ド案を詳細化 し実現す る プ ロセスにつ いて示す。

10.1第1要 素

第1要 素は,本 共通製品 コー ドの要 とな る部 分であ る。第1要 素は,全 体枠

組 と密接 に関係 してお り,コ ー ド全体の構造 と第1要 素は 同時に設定 しなけれ

ば な らない。

この部分は,製 造業界共通であ るか ら,製 造業界全体 の合意 を得 る必 要が あ

る。実際的には,製 造業 界の各業種の代表 に よる意志 決定の場で討議 を行 う必

要があ る。

以上 の よ うな合意 に基づいて,第1要 素の具体的な コー ドを設定 しなければ

ならない。 この コー ドの設定(割 り当て)の 実業 務は,製 造業 コー ドセ ンター

で実施す ることに なる。前述の合 意項 目の中 には,当 然の こととして,こ の製
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ーい
-

造 業 コー ドセ ンター の設 立 が含 まれ て い る こ とに な る。

10.2第2要 素以下

(1)基 本 的アプ ローチ

ーつ の製品 を取 り上げ た時に
,そ れの流通範 囲が限定 され ていれ ば その

流通範 囲 における関 係者が集ま り,共 通製品 コー ドを設定す ることで実質的

に コー ド共通化の 目標が達成 され る。

上 記の概念に厳密に 当ては まる製品 は,実 際にはほ とん どない。 しか し,

少 し解釈 を拡大 し,一 つの製 品(製 品種)が 主 と して流通す る範 囲を区切 る

ことができる。通常,自 動車業界,電 機業 界な どと言われ る。

例 えば,電 子部品 などは,厳 密には様々な業界(業 種)に 納入 されているが,

大量 に納 入 され る納入先は,電 機 の組立 メーカーであ り,こ れ らの部品の流

通 してい る主要な範 囲を まとめるこ とができる。

従 って,電 子部品 の製 品 コー ド共通化は,こ の範囲に属する企業 の連携に

よ り,推 進す ることが 現実 的であ る。

このように本構想では,等 定業界 ごと(よ り具体 的には製品種ごと)の 共通化

を推進 し,結 果 として,製 造業全体の製品 コー ドを一つ の緩 い枠組み の中に

収れん させ る とい うのが,基 本 的 目標であ る.

(2)業 界 ご との共通化

基本 的な共通化 の単位は,前 述の よ うな業界である。 この業 界 とは,既 存

の業界 団体の枠組み とは必ず しも一致 しない。 従来の業 界団体 は主 と して同

業 者の集 まりであるのに対し,こ こで言 う業 界 とは,一 つ の製品 における供給

者 と需 要家の集まりだからである。多 くの場合,複 数の業界団体に対応する。

従 って,従 来 の枠 組み を越 えた検討 組織が 必要 とな り,こ れ を有効に機能

させ るこ とが大 きな課題 となる。

組織形態 の面か ら見れば,

a.1業 種対1業 種(図 一16,図 一17)
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b.1業 種(需 要家)対n業 種(供 給 者)(図 一18)

c.n業 種(需 要家)対1業 種(供 給者)(図 一19)

d.n業 種対n業 種

とい うよ うに,四 つ の型が考 えられ る。最近の製造業界の よ うに,各 企業 と

も業種的 特徴が薄 ま りつつあ る状 況を考慮すれば,dのn業 種対n業 種の検

討が理 想的で ある。

しか しなが ら現実 的には,d方 式は,物 理的に不可能で あ り,運 用 も困難

である。 そこで,a,b,cの 中か ら実際に可能 な検討体 制を選択 しなけれ

ば な らな い 。aよ りはb,cの 方が よ りベ ターな結果を生ず るのは 当然で

あるが,そ れだけ,組 織化 と検討 は難 しくな る。従 って,ケ ース ・バイ ・ケ

ースで 検討体制 を確立す る必要が あるが
,組 織化 ・検討の難易度 と結果の有

効度 を総合的 に判 断 して,方 向を定 める必要 がある。

需 要 家 業 界

(例:組 立 メーカー)

●

・既 存 の業 界 団体 を活用

・コー ド付 番 ル ー ル を決 め る

供 給 業 界

(例:部 品 メーカー)

図 一161対1方 式(基 本 方 式)
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需 要 家 業 界

(例:組 立 メーカー)

●
業 界 コ_ド センタ_

専門商社など

供 給 業 界

(例:部 品メーカー)

基 本方 式 に 商社 が参 加

図 一171対1方 式(バ リエ ー シ ョン)

● ⌒
業 界 コー ドセ ンター

供 給業 種

専 門商 社B需 要 家 業 界

な ど

ネ ット化予 定

・組 立 メー カー の団 体 が核 とな り,

全体をまとめる・ 供給難

・コー ド付番 ル ール を決 め る

図 一181対n方 式(需 要 家 業 界 中 心)
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需要家業種

A

専門商社

など

・供 給業 界 の団体 が核 とな り
,

全 体 を まと め る。

・コー ド付 番 ルー ル を決 め る
。

図 一19n対1方 式(供 給業 界中心)

(3)業 界 コ ー ドセ ン ター との 関 係

本構 想 に お け る業 界 コ ー ドセ ンター とは,適 当な 検 討体 制 の も とで 検討 さ

れ た製 品 コ ー ド共 通 化 の 結 果で あ る と考 えて よい 。

製 品 コー ド共 通 化 の た め に設 置 され た組 織 は 永 続 的で あ る。 共 通製 品 コー

ドは一 度 決 定 した 後 も メ ン テ ナ ン ス が 必 要 なた め,何 らか の組 織 を残 さな

けれ ば な らな い 。 最 初 の 共 通化 検 討 の た めの 組 織 が,メ ン テ ナ ン ス 用 に 改

変 され て 残 され るの が,本 構 想 に お け る業 界 コー ドセ ンターで あ る。

業 界 コー ドセ ン ター と コー ド系 は一 致 して お り,コ ー ド系 ご とに 第1要 素 の

識 別 子 が 割 り当 て られ る。 す な わ ち,第1要 素 は,業 界 コ ー ドセ ンタ ーの 識

別 子 にな ってい る。
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10.3共 通 製品コー ド開発承認手順

(1)基 本体系の規格化(イ ニ シャル ・ステージ)

基本体系は,前 述 した よ うに,製 造業界全体で合意を得 る必要が ある。 そ

のために,次 の二つの作業が必要 になる。

① 完全な全体規格 の作成

② 作成 された規 格の承 認 、

この二つの作業を実施す るた めの体 制 として,図 一20を 提案す る。 以下

に,図 一20の 説明を加 える。

a.有 識者 グループに よる提案

これは本構想の提案 を示 してい る。

b.(製 造業)共 通製品 コー ド委員会(仮 称)

共通製品 コー ドの検討 を推進 し,作 成 された規格 の合意を得 る最も重要

な組織 であ る。

従 来の企業,業 界団体の枠 を越 えて,製 造業全体が結集す るのが理想的

であ る。 それだ けに問題点 も多い。 これ にっ い ては後述す る。

c.共 通製品 コー ド原案作成 グループ

共 通製品 コー ド委員会か ら諮問 を受けて,完 全な規格 を作成す る専門家

グル ープである。検討 の出発点は,本 構想で ある。諮問案 件の性 格上,多

くの メ ンバ ーは製造業(個 別企業)か ら参加す ることにな ろう。

d.一 般企業 か らの意見収集

共通製品 コー ド委員会 に,す べての製 造業(個 別企業)の 代表が参加す

るのは物理的に 不可能で あ り,代 表制 になる。従 って,ア ンケー ト調査 ・

郵 便投票 などに よる一般企業か らの意見収集が 不可欠になる。

e.製 造業 コー ドセ ンター設立準備委員会

共通製品 コー ド規 格の合意が成立す れば,実 運用に備 えて,コ ー ドセ ン

ター設立準 備を しなければな らない。 これ に関す る検討項 目も数多 くある

が,中 で も大 きな問題 は,コ ー ドセ ンターの運営費用であ る。製造業 コー
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ドセ ンター設立準備委員会は,こ の 問題 を中心に した検 討を行 う。

有識者にょる検討

(第一段階)

専門家で
構成

共通 製 品 コー ド

原案 作 成 ク)←プ

各業界(業 種)代 表,
公益的見地で参加

b.

(製 造 業)

共通 製 品 コ ー ド委員 会

(仮 称)

/
基 本 コー ド体 系 と

そ の細 目め 決定

図 一20共 通製 品 コー ドの開発承 認手順(試 案)
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(2)業 界な どに よる実 運用 を含むル ールの策定

基本 体系の規格化が合意 されれば これ に基づ き,業 界ごとの製品 コー ドの

共通化が 可能 にな る。 このための検 討組織 には,三 つ の形態があ ることを既

に述べ た。 どれか 一つ の形態を選択 し,検 討場 を作 ることか ら作業が始 まる。

① 検討会の設置

検討会は当事者の代表 によ り組織 される。 この検 討会には,関 係企業が

な るべ く多 く参 加すべ きであ る。 この検討会を組織す る現実的 な方 法の一

つ は,既 存の業界団体が核 となるこ とであ る。 但 し,多 くの場 合,業 界

団体 は前述 した よ うに業種 ごとに組織 されてい る。

製品 コー ド共通化 の影響範 囲が複数 の業種 に またが ることを考慮す ると,

多 くの場合,複 数 の業界団体の 連携が必 要にな って くる。

こ こでい う連携 とは,業 界団体 を窓 口として,複 数の業種の企業が連携

す る とい う意味で ある。

② 共通化の検 討

検討 は様 々な形 で行われ る。 実務者 レベル,決 裁 レベル,時 には トップ

会談 も実施 され るだ ろ う。 その場に応 じた最適な スタイルで進 めることに

な る。

どの ような進 め方 を して も,製 造業 におけ る基本体系の枠 内であれば,

どのよ うな合意 に達 してもよい。重要 なのは,合 意(コ ンセ ンサス ともい

う)に 達す ることであ る。

③ 合 意後の作業

合意 に達すれば 業界 コー ドセ ンターの設 立 と,各 企業が 自社 内の対応

作業 を実施 す ることで,「 共通製品 コー ド」の運用が開始 で きる。

10.4現 実 的 アプ ロ ーチ

(1)理 想 と現実

これ ま で に示 した 手順 は,原 則で あ る。 実際 に,そ の 手順 に 従 って製 品 コ
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一 ドの共 通化 を実行 しよ うとすれば
,様 々な課題 を解決 しな けれ ばな らない。

例 えば 「共通製 品 コー ド委員会 」 とい う一つの 場の設置を考 えただけで

も,主 たる製 造業の 代表が集 ま るとい うのは,非 常 に難 しい。 ア ンケー ト調

査や郵便投票 を実施 して も,す べ ての意見が集 め られ るわけでは ない。

さらに,集 ま った 意見 をすべ て吸 収 した共通製 品 コー ドを設計でき るか ど

うかは,は なはだ疑わ しい。共通製 品 コー ドとは,技 術的産物 であ り,期 待

され るほ どの柔軟性 はない。 人間の 言葉 よ りは,は るか に硬 直 してい る。

こうい う条件下で,現 場 での使用 に耐 え得 る共通製品 コー ドを 開発 しなけ

れ ばな らない。そのた め には,多 少 原則を曲げ るよ うなことがあ るとして も,

ケース ・バイ ・ケース で,便 法を使 う必 要がある。

(2)業 界 代表

共通化 のために,業 界代 表の集 ま り(場)を,多 数設置 しなけれ ばな らな

い 。 原 則 に こだ わ れ ば,半 ば公的 な選挙 を実施 して代表 を決定す るのが最

も民 主 的 か つ 公 平 で あ るが,理 論 的 に は可 能 で あ って も,あ ま り現実的

とは 言 えない。

製品 コー ドの共通 化が どう して も必要 な企業(団 体)及 びその主 旨に賛 同

した企業(団 体)が 集合連携 して一つ の場を設け,そ れを業界代表の場の代

わ りと して機能 させる とい う柔軟 な対応が実際的で あ る。

(3)推 進者

当事者 による検 討の場ができれば 当事者間相互 の話 し合 い によ り内容 を

詰め,合 意に達す る とい うのが基 本的段 取 りである。

しか し,目 的 とす る共 通化 は,2者 間の共通化 ではな く,多 数間の一括共

通化 である。 そ こで,多 数行わ れる 当事者 間の話 し合い の結果 を集約 し,全

体 と して一つ のベ ク トル にまとめてい く推進 者の 存在が重要 である。

推進者 は,全 体 を集約す るために,一 部の 当事者 に対 して,か な りの妥協

を要求す る こともあ り得 る。検 討対象 となる問題が,当 事者の 利害関係 と直

結 してい るため,推 進 者は 当事 者 と直接 の利害 関係 を持た ない第三者,例 え
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ば,公 益機 関な どが 適 当であろ う。

(4)全 員一致 と多数決

共通製 品 コー ドの体 系 と運用 ル ールは,全 員一致 を持 って最終決定す るの

が原則である。 しか しなが ら,全 員一致に至 るまでいつ まで も検討 を続ける

とい うのでは,結 果 と して共通化ができない とい うことにな りかね ない。

時 には,全 員一致に至 らな くても,合 意 した企業(団 体)だ けで,共 通化

を実施す る局 面が あ り得 る。 そのよ うな便 法は,真 の共通化,あ るいは真の

コンセ ンサスを得た とい うことにはな らないか もしれないが,実 質的な共通

化を達成す るためには必要な場合 もある。

(5)よ り現実 を重視 した ア プローチ

以上 のよ うな簡便法 を用 いて も,検 討が進 まない状況 も予想 され る。 よ り

原 則に近い ア プローチ を しなけれ ばな らない ことは当然であ るが,実 業務に

おける必 要性が緊迫 していれば 状況 にもよるが,原 則 を越 えた アプローチ

が求め られ る。

図一20の 手順に従 った検 討は,と にか く実施 しなけれ ばな らないが,並

行 して,図 一20の 逆 の プ ロセスで検 討す る方法 も効果的な場合がある。

例 えば,コ ー ドセ ン ターの業務が既に始 ま っていると仮定 し,第1要 素識

別子 を仮決定 し,実 際 に コー ドを運用する方法で ある。やや独断専行的 な色

彩が強 いが,真 正面か らの検討が難行 してい る場 合,こ の よ うな強 引な アプ

ローチが 事態 を打開す る ことが ある。

当然 のこ ととして,独 断専行 による不協和音が 大き くな った時は,見 直 し

を行 う。 この よ うな謙虚 さが欠けていれば,強 引な方法は,か えって状況を

悪化 させ るので,十 分注意 しなければな らない。

同様 なこ とは,コ ー ド体 系そのものにも言 える。本提案では,コ ー ド体系

に簡易分類 を導入する こ とを 目標に しているが,分 類方式 をめ ぐっての話 し

合いが難行す るのであれば,と りあ えず分 類は棚上げ し,第2要 素 以下は単

な る識別子 と してス ター トさせ るの も一法 であ る。
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そ うして,と にか く共通化 を達成 し,次 の段階で分類 を導 入 した よ り洗練

された共通製品 コー ドへ切 り換 える ことがで きれば,結 果的 に大成功 とい え

よ う。

以上のよ うに,現 実 を重視 した柔軟 なアプ ローチは非常 に大切 であ る。但

し,ど のよ うな アプ ローチを行 ったとしても,い つれかの後には,形 式 を整 え

てお く必要があ るこ とを忘れ てはな らないだ ろ う。
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〔具 体 例 〕

本共通製品 コー ドの枠組みに沿 った コー ドの具体化 例を以下 に示す 。以下の例

は,本 共通製品 コ・」ドの可能性 を示すた めに作成 した もので,特 定業界に対す る

ガイ ドライ ンでは ない ことを,あ らか じめお断 りしてお く。(本 例では,区 切 り

文字 と して 「・」 を用い ている。)

(1)汎 用製品(標 準規 格品)

① 半導体

半導体はマ ーケ ッ トが大 き く,そ れだけで一つ の世界 を形 成 してい るの

で,一 つの コー ド系 を割 り当て る。又,一 部で型名の標準化が進ん でい る

ので,第2要 素 以下 では.そ れをそのまま用 いるのが適 当 と思われ る。

又,現 在の半導体型 名の多 くは,企 業 コー ドを含ん でい るので,そ うい

うものについ ては,あ えて企業 コー ドを含めない ことにする。

[SCO]. 2SA1001A

↑

企 業 コー ド

回
EIAJ標 準型 名

(デ ィス ク リー ト半 導 体)

SN7400N

L 汎用IC

業界共通型名

汎用LSI等

国
L__↑ 一般的型名(そ の他IC)

参考 図一1
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② 電 子 部品

電 子部 品 は非 常 に種 類 が多 い 。 そ こで,ご く簡 略 な 分 類 を行 い,企 業 ブ

リー ス ペ ー ス を 多 くす る。

簡略分類(コ ンデンサー)

⊥

回 ・xl・1・1…Pl・ 企 業 ・一 ・1・ ・一 －Ae－ ス
● ● ●

[ピ評 雑
参 考 図 丁2

参 考 図 一2は,コ ンデ ンサ ーの 場 合 で あ る。構 造,定 格 電圧,公 称 容 量

と誤 差 を 認識 の 手 助 け と して い る。

参 考 図 一3は.唱 コネ クタ ーで あ る。 コネ ク タ ーは規 格 化 が難 しい ので,

一 般 的通 称 に よ る分 類 に と どめ ,企 業 の フ リース ペ ー ス を多 くして い る。

一 一 簡略分類(詠 クター)

一

回 CNICDE
●

企 業 コー ド

CDE

FCC

SBC

CAN

●

フ リー ス ペ ー ス

カ ー ドエ ッジ ・ コネ ク タ ー

フ ラ ッ トケLブ ル ・コ ネ ク ター

サ プ コ ネ ク タ ー

キ ャ ノ ン ・ プ ラ グ

参考 図 一3
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③ 複 合 電 子 部 分

電 子部 品 には 複合 部 分 が 多い。 例 えば,コ イ ル と コ ンデ ンサ ー と半導 体

を組 合 わ せ た ア クテ ィブ ・デ ィ レイ ・ライ ン,コ ンデ ンサ ー と抵 抗 を組合

わ せ た ス パ ー ク ・キ ラー な ど 多種 類 の製 品が 存 在す る。

こ の よ うな製 品 は業 界 統 一 分 類 が難 しい ので,企 業 レベ ル の フ リーエ リ

アを 多 くす るのが 得 策 で あ る。

一 簡略蜘 合 品)

回.XXI・ ・一・・ア

参考図 一4

④JIS規 格 ネジ

'JIS規 格ネジは
,製 造 メーカーの違いによる製 品の違いがないので,

企業 コー ド要素 は省略 し,第2要 素に製品規 格をすべ て吸収 し,個 別企業

自由使 用部分も用い ない。

回
L

参考図 一5



⑤ 汎用 合成樹 脂な ど

第2要 素を一 般的製 品呼称 に対 応 させ,グ レー ド等級 など,個 別企業 に

よる差 が大 きい部分 を,個 別企業 自由使用 部分に収容 し,企 業 コー ド要 素

と共 に用 い る。

巨]. 品目区分

第1要 素 第2要 素

企 業 コー ド

第3要 素

↓

グ レー ド十等級

第4要 素

個別企業自由使用部分

▲

PLO.HDPE.AOOO1.XFIII-8

参考 図一6

(2)オ ー ダー製品

オーダー ・メー ドに も.様 々なタイプがあ る。標準品の一 部の規格 を変更

す る ものか ら,完 全 な需要家の規 格 による製品 まであ る。

① 標準品の規格の一部変更

このよ うな ケースで は,基 本 とな る製品の製品 コー ドに枝番 を追加す る

方法で対応で きる と考 えられ る。

運用上 は,商 談時に コー ド決定可能 な ことが 望ま しいので,枝 番 の付け

方 にかな り工夫が必要 になる。

② 完全 なオー・ダー製品

完全な オ ーダー製品は通常分類困難であ る。 無理 をす ると,分 類が不 明

なため,コ ー ドを決定で きず 運用上支障 をきたす こ とにな る。

そ こで製品 コー ドとして は,識 別 の機 能だけ とし,一 連番号あ るいは契

約番号 など運用上の 便利 さを 目的 と した コー ド化が 考え られ る。
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例 えば,電 子部 品 の オ ー ダ ー製 品 では,rEPA」 とい うオ ー ダー製 品

用 の コー ド ・バ ー ジ ョンを設 定 し,参 考 図 一7の よ うな体 系が 考 え られ る。

同 様 に樹 脂 で あ ればrPLA」,ネ ジで あれ ばrBNA」 の よ うに オ ー

ダー製 品 用 の コー ド ・バ ー ジ ・ンを設 定 す れ ば,参 考 図 と 同様 な体 系 が 可

能 に な る。

企 業 コ ー ドは,そ の製 品 が,ど この企 業 の規 格で あ るか を示 して い る。

本共 通製 品 コー ドは お おむ ね この 原理 が 働 い てい る。

▲

.

↓

回

電 子 部 品 の オ ー ダ ー製 品 を表 す。 樹 脂 の 時は 「PLA」

ネ ジの時 は 「BNA」 等 に なる。

企 業 コ ー ド

■ ●

↑
需 要 家 の規 格 に よる

生 産 の 場合 は,「 需

要 家 の コー ド」

フ リ ー ス ペ ー ス

↑
一連番号

契約番号

需要家の規格番号

参考 図 一7

ー
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